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イギリス製造業の市場構造と市場成果
一S・E・ホルターマンの分析を中心として一一
野　田 稔
は　し　が　き
　現代資本主義において今日，独占や企業合併に起因する弊害が深刻な問題と
なっており，したがってこの問題に対する公共政策は各国において，きわめて
重要な政策的課題の一つになちているω。それだけにこの種の政策を効果的に
するための予備的作業として，市場構造と市場行動，市場成果との関係につい
ての分析がアメリカ産業を中心として多くみられる②。
　拙稿ではイギリス産業を対象として（アメリカ産業ほど多く組織的分析が行なわ
れていない），市場構造と市場成果との関係を検討し，競争促進政策，独占禁止
政策の将来の方向を考える手がかりを求めたい。今回は特に多くの市場構造・
成果変数を用いて，きわめて体系的に分析を進めているS．E．ホルターマンの
理論を取り上げることにするC3［。
　ここでの中心的課題は，イギリス製造業で寡占的市場構造が高率の利潤率を
もたらすという一般的仮定を検定することである。ホルターマγは資本利潤率
や価格一費用マージンを中心とするパフォーマンス変数に影響を与える構造変
数として，集中率，規模参入障壁，広告集約度，需要成長率，投資率，資本集
約度など多くの変数を問題にしている。
　ところで市場構造と市場成果との関係を分析しようとする時まず当面する困
難な問題はそこで利用されるデータの正確さである。イギリス産業の場合，利
用できるデータは資本データについては標準産業分類のOrder　levelについて
だけであり，したがって資本利潤率もOrder　levelに属する17産業（それは製品
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のタイプに関連して分類されたグループである）について計測されたにすぎないC4）。
　もちろんこの分類による産業は経済理論で定義される産業概念とは一致しな
い。経済理論の産業は単一製品，或いは消費において密接な代替性のある製品
を生産する企業グループを意味するのである。ところがこのように広く定義さ
れたOrder　levelの産業では，全く代替性に欠けた多くの製品を市場に含むわ
けで，したがってそこで計測されるデータやそれに基づく仮説の検定結果はそ
れだけ信頼度か低くなるわけである。
　もっともイギリス産業の場合，Order　levelだけではなく，それを含む標準
産業分類のMinimum　List　Headings（MLH）（5〕に関する生産セソサスのデー
タも多く利用できるので，ホルターマソも資産データ以外〔6｝は1963年の生産セ
ンサスのデータを広く使用している｛7｝。
　Order　level産業よりもMLH産業の方が経済理論の産業により近いわけで
あるが，それでもなお，要素投入の代替性の故に異質的製品がそのなかに含ま
れる場合も少なくない（例えば，MLH産業であるガラス産業はそのうちに，家庭用
ガラス製品，芸術ガラス製品と乗用車用ガラス製品を含んでいるのである）。
　このようにデータの上で多くの制約があるにもかかわらず，彼は未集計産業
のデータが利用できるようになった時，市場構造と成果との関係をより一層，
正確に把握するためにも，17　Order　level産業の市場構造指標が資本利潤率に
密接な関係ありとする仮説を検定するのである。
（1）この点について，M．　Howe，‘British　Merger　Policy　Proposals　and　American　Experience，
　Scottish　Journal　of　Political　Economy，　Feb．1972参照。
〔2）N．R．　Collins　and　LE．　Prest，　Concentration　and　Price－Cost　Margins　in　Manufactttring
　lndutries，　University　of　California　Press，1968，　L　Philips，　Effects　of　Industrial
　Concentration：ACrosssection　Analysis　for　the　Cemmon　Market，　Amsterdam，1971な
　ど文献整理にとって便利である。
〔3）Sa1］y　E．　Holterman，‘Market　Structure　and　Economic　Performance　in　U．K．　Manufac．
　turing　Industry，　The　Journal　of　lndustrial　Economics，　Vol，　XXII，　Dec．，1973，　No．2，　pp．
　119一ユ38．〔1〕その他，William　G．　Shepherd．‘Structure　and　Behavior　in　British　Industries
　with　US．　Compari§ons，　The　Journal　of　Industriαl　Ecenomics，　Nov．，1972，　No，1，　pp．
、35－－50，一〔2〕，J．K．　Shirazi，‘Market　Structure　and　Price－Cost　Margins　in　United　Kingdom
（3）　　　　　　　　　イ判ス製造業の市場構造と腸成果3
M。。uf。ct。，i。g　l・d・・t・i・・，　Th・　R・vi…，・f・Ec・n・mi・・　and　St・ti・tic・・F・b・・　1974・　N・・1・
　PP．67－75，一〔3〕，など参照。
（4）イギリス標準産業分類のOrder　level産業は17産業を含み，アメリカ標準産業分類の2桁産
　業に大体等しい。
｛5）MLH産業はアメリカの3桁産業にほぼ相当する。
｛6）Mi。i，t，y。f　L。b・u・，1965，　St・ti・・ic・・n　lnc・mes，　P・ice・，　Empl・ym・nt・and・Pr・d・・ti°n・
　No．14．　Sep．1965．
（7）U．K．　B。a，d。f　T，ad。，1969，　R・p・rt・n　th・　C・n・…fpr・d・・ti・n，1963・一〔4〕・
1　市場構造指標
　ホルターマソは次の6個の構造変数をあげている。
　〔1）　5社集中率（CR）……これは売上高で規模順位をきめる産業での上位5
社の売上比率である。1963年セソサスでは，MLH産業（113産業）の主要製品
グループについての集中率を加重平均レて計測している。ところでこの場合，
従業員25人以下の小企業は報告から除外されており，また情報暴露の危険があ
る時は5社以上の集中率が示されているか，あるいは全く報告されていない。
また輸入も考慮されておらず，結局，総製品売上高の62．8％について報告され
ているにすぎず，113　MLH産業の未調整の平均集中率は57・2％である（1）。
　②　参入障壁（EB）……周知のように参入障壁の要因としては，規模の経済
性，製品差別化，絶対的費用格差，資本必要量などが考えられるが，ここでは
規模の経済性を実現する「最小最適工場規模」（MEPS）によって，参入の困難
性を計測するのである。この場合，雇用者数で規模順位をきめる産業において
は，「最小最適工場規模」は総雇用者の50％を占める最大工場の平均規模で測
られる（最大工場の平均雇用者数は，311人．　（2）〔1〕appendix，　p．138）。
　（3）広告・売上高比率（A／S）……これは売上高£1，000当りの広告・市場調
査支出高である〔3〕。データは各芝MLH産業の個々の企業の広告・市場調査支出
高ではなく，MLH産業のなかの一つのグループの支出高に関係するものであ
る。そしてそのグループの各企業にとってA／3は同一と仮定され，1963年セン
サスの第9表の総広告・市場調査費をMLH産業グループの総売上高で除して
算定されている（A／s・＝：錦。，〔、〕。PP。n、、。）
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　（4）成長率（GR）……これは1958年～63年間の売上高の変化率で計測されc4｝，
産業の需要成長を説明するものである。ここでは相対的価格変動は考慮されて
いない（GR＝29．5％，〔1〕apPendix）。
　（5）資本・産出高比率（K／Q）……これは粗産出高に対する純資産（固定資産
流通資産一流通負債）の比率である㈲。資産はイギリス証券取引所に登録されて
いる大会社に関するものであるが，粗産出高はイギリス総企業についての生産
センサスから計測されたものである。したがってこの2つの数値は斉合し難い
ものであるが，他によりよいデータがないため，ホルターマンはこの比率を使
用している。113のMLH産業についてのデータをもつ測定式で，　Order　leve1
における各MLH産業は同一の資本・生産高をもつと仮定されている（113　M
LH産業の平均資本集約度＝0．49％。資本集約度の尺度としてK／0の他に資本・労働
比率K／Lも用いられるが，結果は殆んど変わらず，説明力も大体類似しているので，
K／Lの結果は報告されていない。K／0とK／Lとの単純相関係数＝0．892）。
　（6）投資・売上高比率（1／S）……これは1958年の平均資本支出を1963年の売
上高で除したものであ・（÷一・・・…当・…12・〔1〕・pP・n…）・6・e
（1）〔1〕Appendix，　p．138．これらの脱落部分を考慮した調整集中率の加重平均は52．13％，〔2〕
　P．38。
｛2）これはComanor，　Wilsonの用いた基準と非常に類似している。相違点は次の点である。即ち
　彼らは売上高で規模順位をきめ，その上でその産業の純産出高の50％を占める工場の平均規模
　に，その産業の平均資本係数を乗じている。そうして効率規模での参入に必要な資本額を計測
　し，それによって参入の困難度を算定している（W．S．　Comanor　and　T．A．　Wilson，　Advertising，
M・・k・tSt・u・t・・e　and　Perf・rm・nce，　Th・　R・vi・・v・f　E・・n・mics　and　Statistic、，　N。，　V，
　1967．）
（3）　〔4〕　Vo1．131，　Table　9，　Table　1．
（4｝　〔4〕Vo1．131，　Table　1．
㈲粗産出高は，Vol．131，　Table　1，資本データはMinistry　of　Labour，　op．　cit．，　Table　C4．売
　上高と粗産出高との相違は大きくない。それは在庫の変化から生ずる。
｛6｝資本支出のデータは〔4〕Vo1．131，　Table　2．
E　成果指標
ホルターマンは次の12の成果指標を使用している。
　（5）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イギリス製造業の市場構造と市場成果　　5
　（1）労働単位当り純産出高（N（）／L）……労働に対して生産過程で原材料に付
加された価値を計測するものであって，いわゆる労働生産性の尺度である（NO
／L＝£1，459，　〔1〕　appendix）o
　（2）資本単位当り純産出高（N（）／K）ω……これは資本の生産性の尺度である。
資本についてのデータの制約から17のOrder　level産業について計測したにす
ぎない。
　（3）労働・資本£1，000当り純産出高＼（NO／LK）……各生産要素の生産性を
別個に算定する代りに，ホルターマンは総要素指標とでも定義される資本・労
働の合計支出当りの付加価値（純産生高）をMLH産業について概算した（1＞0／
（τerL＋rK）。　w＝平均賃金率，　r＝資本の機会費用②）。彼は分母を次のように価値的
に示している。
　NO／（zuL＋0．15（k／σ）0）．。1ζ／σはMLH諸産業を含むOrder　levelグルー
プの資本・産出高比率である。（K／0）0はMLH産業における資本価値額の代
理変数である。K／0はOrder　levelに含まれるすべてのMLH産業で同一と
仮定された。また資本の機会費用もそのすべての産業において同一と仮定さ
れ，0．15と算定された｛3）（NO／LK；£1，455／£1，000，〔1〕apPendix）。
　（4）労働単位当り粗利潤（GP／L）……粗利潤は純産出高から次のような諸費
用を差引いたものである。即ち，賃金，俸給，国民保険・個人年金の雇用者負
担金，建物・工場・機械などの修理費・維持費，地方税その他（但し広告・市場
調査費は差引かない）。GP／Lは各産業における労働収益性の指標と理解するこ
とができる（GP／L＝£656，〔1〕appendix）。
　（5）資本単位当り粗利潤（GP／K）……これは17　Order　leve1産業でのみ計測
されたにすぎない。
　（6）労働・資本£1，000当り粗利潤（GP／LK）……この場合，（3）のN（）／LK
の時に用いられた資本価値の代理変数（K／0）がMLH産業の総要素指標を計
測する時，分母に利用された。この指標もまた170rder　level産業で算定さ
れた（GP／LK，労働・資本の支出£1，000当りの粗利潤£611，〔1〕apPendix）。
　（7）労働単位当り純利潤（NP／L）……純利潤（NP）は粗利潤（GP）から広．
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告・市場調査費を差引いたものである（その他，特許料，取引保険料をも含めて）。
2つの利潤を区別するのは，広告支出の以前と以後での利潤率の変化に対する
広告・売上高比率の関連を確認するためである（GP／LとNP／Lとの相関係数
0．997。　NP／L＝£564，　〔1〕　apPendix）o
　（8）資本単位当り純利潤（NP／K）
　（9）労働・資本£1，　000当り純利潤（NP／LK）……（£529，〔1〕appendix）。
　｛10）粗価格一費用マージン（GP／GO）……これは粗産出高に対する粗利潤
の割合である。これは減価償却費が総費用に含まれていないことを除けぽ，
総収入一総費用　　　　　　　　に等しい。この指標は寡占企業が価格を引上げて，その地位　　　総収入
をどのように利用しうるかを示す独占度の指標であり，同時に企業が自らの成
果を計測するのにもよく利用されている（GP／GO＝17．％，113　MLH産業の平均
値，〔1〕appendix）。
　aD　純価格一費用マージン（NP／GO）……これは粗産出高に対する純利潤の
割合である（NP／GO＝0．15，113MLH産業の平均値，〔1〕apPendix）。
　（1Z　労働生産性上昇率（LPG）……これは1958年の労働生産性に対する1958
－63年の労働生産性上昇率の割合である（LPG＝O．34．113　MLH産業の平均値，
（1〕　appendix）。
①　純産出高は付加価値と同一である。データは〔4〕V・1．131，Table　1。
〔2｝tvLは賃金・俸給についての総支出である。データは〔4〕，　Vol．131，　Table　1。
（3｝資本の機会費用0．1あるいは0．2としても結果に余り変らないのでr・＝O．15として報告され
　た。
皿　検定される仮説
　ボルターマンは次の式を示し，検討されるべき仮説を整理している。
　　　　y．・αo＋α1CR＋α2EB＋α3A／S＋α4GR＋αsK／0＋α61／S。
rvは順次，それぞれ先に示した成果指標である（但し労働生産性上昇率を除く，そ
の結果はIV－V表に示される）。
　（1）集中率（CR）はすべての成果指標と正の相関関係をもつと期待される。
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　この場合の唯一の留保事項は次の点である。即ち集中とともにX一非効率が
増大し，それによって集中と総要素変数間，或いは集中と価格一費用マージン
間の正の相関は弱められる。彼によれば，X一非効率性が問題となる場合，労
働，または資本の非効率的利用によるか，或いは両者の非効率的利用による
か，必ずしも明らかではない。もし労働の非効率的利用によるとすれば，集中
と労働生産性との間の正の相関は，集中と資本の生産性との場合よりも，小さ
くなるであろうし，逆の場合は逆の結果がもたらされると考えられている。
　②　次に参入障壁変数と成果指標との間に正の相関関係があると期待され
る。先のX一非効率性は市場支配力とともに増加し，その市場支配力はまた集
中や参入障壁ともに増加すると考えられるから，参入障壁と成果指標との相関
関係は先の集中率の場合と同じように，X一非効率性によって弱められるであ
ろう。
　（3｝広告は製品差別化を強めて参入障壁を形成するので，それは諸成果指標
と正の相関をもつと予想される。ホルターマンは広告・市場調査費を含む粗利
潤（GP）とそれを含まない純利潤（NP）との区別を重視し，次の2つの仮説を
検定する。
　即ち（a）高率の平均広告支出率は高率の粗利潤をもたらす。（b）高率の平均
広告支出率は高率の純利潤をもたらさない。（a）の仮説は粗利潤（GP）を用いて
の成果指標について，広告・売上高比率（A／S）が回帰される場合，A／Sの
係数が正で有意であることによって確認されるであろう。また仮説（b）は純利潤
を用いての成果指標にA／Sが回帰される場合，A／Sの係数が有意でないこと
によって確認されるであろう　（この2つの仮定を確認するということは，ホルター
マンによれば，次のことを意味する。即ち広告は他産業からの需要をシフトさせるが，
その後では，経済全体にとって事態は必ずしも好転するとは限らない）。
　（4）需要の成長率（GR）はすべてのパフォーマンス指標と正の相関にあると
期待される。
　（5）NO／LとGP／L，　NP／Lが資本集約度，資本・産出比率（K／0）と正
の相関関係をもち，NO／KはK／0と負の相関をもつものと予想される。そ
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うしてこの2つの関係が，K／0と総要素指数（NO／LK，　GO／LK）との関係に
与える影響を相互に相殺するかも知れない。ホルターマンはK／0と総要素指
標および価格一費用マージン　（GP／GO，　NP／GO）との両方に正の相関を期待
するのである。というのはここでの利潤の測定尺度には減価償却費を含んでい
るから資本集約度K／0が高い産業は減価償却費をカバーするため総要素投入
に対して高い報酬率と高率の価格費用マージンが要求されると考えるからであ
る。
　（6）投資・売上高比率（1／S）はすべての成果指標と正の相関をもつものと期
待される。
　〔7｝構造諸変数と成果諸変数との関係は消費財産業では非常に異なるという
仮説は，消費財産業42に対して，先の（1）式を適用して検定された。NO／Kが
従属変数の場合，消費財産業と全産業との結果の差異は，GP／L，或いはNP
／Lを従属変数としてえられた結果と非常に類似しているので，結果はNO／L
についてだけ報告されている。
　（8）成果指標と集中率との関係は，工場最適規模と広告とによる高度の参入
障壁をもっている産業でより強いという仮説が検定された。ホルターマンは次
の場合，高度の参入障壁に属すると規定した。すなわち，（a）参入障壁変数が
1，　OOOを上回り，広告／売上高比率（・4／S）が10．0より大である場合である。あ
るいは，（b）EBが3，　OOOより大きい場合，または，（c）A／Sが100．0より大
である場合である。
　そうして次の式が検証された。
　　OV・…a・＋a・D・CR＋a・D・CR＋α，EB＋α3A／S＋α、GR＋α、K／0＋α61／S
D，はダミーであって，当該産業が高度の参入障壁のグルrプに分類される場
合には，1の値，そうでない場合はゼPの値をとる。D2は当該産業が高度の
参入障壁のグループに属す時にゼPとなり，そうでない場合1の値をとる，そ
うしてa・がa2より大きいと予想される。　NO／L，　NO／LK，　GP／GOにっい
てだけ結果が報告がされいる。
　（9）労働生産性の成長率についてはLPG＝＝αo＋αiCR＋α2GR＋α31／S式
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で，113MLH産業のデータについて算定された。この労働生産性の上昇率は
　　　　　　　　　　　　　　　　　し集中，需要成長率，投資率，正の相関をもつと予想される。
　（10）17のOrd三r　level産業については，資本生産性（A「o／K），資本利潤率
（GP／K，　NP／K）と総要素指標（GPノ（zvL＋rK），　NP（xvL＋rK）を用いて計測さ
れた。
（1）集中は技術進歩を促進するとしばしぼ論議されているが，この仮説を支持する証拠は未だ十分
　ではない。イギリス産業における技術革新のデータが不足しているので，集中と労働生産性の成
　長率との間を計測することが，この仮説を検定する上で効果的である。この点については，P．
　Asch．　Economic　Theory　and　the　Antitrust　Dilemma，1970，　pp．95－98，参照。
tTV　諸　結　果
　まず113MLH産業についての回帰分析の結果は皿表一V表に示されている。
すべての方程式は1％水準で有意であるω。
　独立変数間の「多重共線性」の度合は大きくはない。それは1表から知るこ
とができよう②。
　　　　　　1表　113MLH産業における構造・行動間の単純相関係数
集　　中　　率
規模参入障壁
広告集約度
成　　長　　率
資本集約度
投　　資　　率
???CR EB A／s GR K／9 1／s
　1．000
　0．425
　0．143
－0．090
　0．277
　0．378
　1，000
－0．018
　0，020
　0．086
　0．293
　1．000
　0．118
　0．309
－0．080
1．000
0．101　　　LOOO
O．044　　　　0．346　　　　LOOO
他のすべての独立変数について集中率を回帰した結果は次式で与えられる。
　CR＝34．58＋0．005EB＋0．141A／S－0．，116GR＋11．69K／0＋3．7401／S
　　　　　　　　（4．12）　　　 　　　　　　（1．67）　　　　　　（－1．71）　　　　（1．42）　　　　　　（2．74）
　R2＝0．2783（t値は（）内で示される）｛3）。
さて諸結果は先の〔Pt〕の「検定される仮説」で示された順序で究明される。
（1＞〔M〕の仮説（1）にしたがって，集中率（CR）は分母に労働（L）をもつすべ
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ての成果指標と正で有意な相関を示している（皿表）ω。集中率は従属変数がN
O／LKである場合を除いて，総要素指標をもつ方程式でゼロより大きく有意
である（rv表）。ところが集中率の係数は従属変数として価格一費用マージソを
もつどの式においても，負でゼロに近い（V表）。これは集中率はすべての成果
指標と正の相関をもつという先の第1の仮説と対立する。
　（2）参入障壁変数（EB）は，価格一費用マージンを従属変数とする方程式を
除いて（この場合，EBの係数は負でゼロであるが），95％水準でゼロから有意に異
なり，すべての方程式で負である。このことはまた参入障壁は成果指標と正の
相関をもつという第2の仮説を否定するものである。
　（3）成果指標の分子に純産出高（NO），または粗利潤（GP）をもつすべての
方程式において，広告・売上高比率（A／S）は有意で，かつ正の係数を示して
いる。しかし反面，その係数は労働単位当り純利潤（NP／L）と純利潤を示す
価格一費用マージソ（NP／GO）に関する方程式では有意ではない。更に総要素
単位当り純利潤（NP／LK）の方程式では，その有意度は非常に低い。
　ところで，これらの結果は次の2つの仮説を支持することになった。即ち（a）
広告売上高比率（A／S）は生産性や粗利潤の産業間の差異を説明しうる。（b）利
潤に広告費が含まれていない場合（ここで言う純利潤（NP）の場合），広告・売上
高比率（A／S）は産業間の利潤格差を何ら説明しえない。
　（4）成長率（GR）はすべての方程式で正，かつ有意な係数を示している。こ
れは仮説と一致する。
　（5）資本・産出高比率（K／0）は仮説（5）の通りに，成果指標の分母に労働（L）
をもつ方程式で，正かつ有意である。ただしこの比率は仮説とは反対に従属変
数としてNO／LK，　GP／LKをもつ方程式では負で有意である。しかし価格一
費用マージソに関する式では期待通り，有意かつ正である。
　（6）投資率，或いは投資・売上高比率（1／S）は，NO／Lと正の相関をもっ
ているが，GP／LまたはNP／Lとは相関関係にない（符号は正である）。1／S
は3つのすべての総要素指標と価格一費用マージンとは正かつ有意な相関をも
っている。
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　（7）皿表，IV表の4行目とV表の3行目は42の消費財に関する結果を示して
いる。全産業と比較して次のような相違が見出される。
　労働単位当りの純産出高（NO／L）が従属変数がある時（皿表），　EB，　GR，
1／5に余り有意ではない。純産出高に対する総要素指標（NO／LK）が従属変数
である場合（IV表），　EBは有意ではない。次に粗価格一費用マージン（GP／GO）
が従属変数の時は（V表），CR係数は有意かつ負であり，　GR係数は有意では
ない。
　消費財産業において異なって作用すると思われる変数は，広告・売上高比率
（A／S）である。A／Sの平均値は全産業の16．5％に対して，消費財産業の場
合は27．9％と高いが，消費財産業に関する推定式でA／Sの係数の大きさと有
意度は全産業の場合と殆んど変らない。しかしA／Sについてのすべての成果
指標の平均強力性は消費財産業の方が全産業の場合よりも高い。即ちA／Sに
対するNO／Lの弾力性は全産業の0．062に対して消費財産業は0．1175であ
る。またNO／LKの強力性は前者の0．067に対して0．087であり，　GP／GO
の弾力性は前者の0。119に対して0．157と少し高い（もっとも数値はきわめて低
いが）。
　（8）高度の参入障壁の分類に属する産業において，集中率が成果指標に与え
る影響は大きいという先の仮説は皿表，】V表およびV表の最後の行で示された
結果によって否定された。即ち係数al，　a2（皿の8参照）にいずれの場合でも殆
んど変りなかった。
　（9）労働生産性成長率（LPG）についての推定式は次の通りである。
　　　　LPG＝21．74＋0．094CR＋0．233GR＋0．1061／S
　　　　　　　　　　　（1．65）　　　　　　（5．29）　　　　　（0．12）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R2＝0．1952
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・（t値は（）内で示す）。
これら関係は余り強くはないが，先の仮説と矛盾するものではない㈲。
　（10）Order　levelの17産業のデータによる推定式はV【表に示されている。そ
の結果は弱いものであって，6つの推定式のうち，わずか4つだけが95％水準
で有意であった⑥。そうしてこの集計の水準で，かなりの多重共線性が存在す
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るが，それは1表で示されている。推定式からEBを除いた場合，諸係数は安
定であるが，CRを除いた場合には，かなりの変化を示している。
　　　　II表17　Order　leve1産業における構造と行動間の単純相関係数
CR EB　　　A／3　　GR　　　K／01／s????????????
???
?? ?? 1．000
0．555　　　　1．000
0．603　　－0，023　　　1．000
0．291　　－0．213　　　　0．306
0．521　　　　0．047　　　　0．688
0．325　　　0。213　　－0．089
　1．000
　0．187　　　　1．000
－ ．145　　　0．377　　　1，000
　17のOrder　level産業において集中を他の構造指標，あるいは行動指標に対
して回帰した結果は次の式で示される。
　　　　CR＝6．487＋0．007EB＋0．948A／S＋0．381GR－8．545K／0
　　　　　　　　　　　（4．39）　　　　　（3．35）　　　　　　（2．19）　　　　　　（－0．74）
　　　　　　　＋5．5141／8　R2＝0．7608
　　　　　　　　（2．31）　　（t値は（）で示される）。
　　　　　　III表　MLH産業における市場構造／成果との回帰分析
襟讐縮辮灘欝・比＊・－R2
鐸轡｝
響劇
騨彙｝
難1｝
　　　　　　　DICR　D2CR鉾翼｝一一一圏㈹脚
　11．28　　　　－0．064　　5．515　　3．504　　727．2　　66．18　　22．0
（5．50）　　　（－2．38）　（3．05）　（2．41）　（4．12）　（2．21）
　8．326　　　　－0．066　　5．876　　2．961　　632．7　　27．93　　21．8
（5．03）　　　（－3．05）　（4．02）　（2．52）　（4．44）　（1．15）
　7．006　　　　－0．058　　0．723　　2．956　　614．1　　35．70　　15．4
（4．53）　　　（－2．88）　（0．53）　（2．69）　（4．61）　（1．58）
　13．34　　　　－0．035　　5．919　　3．866　　773．6　－25．52　15．5
（4．30）　　　（－0．61）　（2．79）　（1．53）　（3．86）（－0．35）
11．53　11．22　－0．067　5．424　　3．474　　727．2　　66．37　　18．7
0。5297
0．5274
0．4358
0．6790
0．5253
t値は（）内で示されている。
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IV表　MLH産業における市場構造／成果との回帰分析
欝欝繋辮繕欝・比轄????????????????????????????????????????????
1．053　　　　－0．029　　5．871　　1．790　　－571．5　52．00　14．1　0．4133
（1．09）　　　（－2．31）　（6．89）　（2．60）　（－6．88）（3．68）
3．047　　　　－0．043　　6．034　　2．344　　－166．3　37．21　16．4　0．4520
（3．21）　　　（－3．47）　（7．21）　（3．48）　（－2．03）（2．68）
2．407　　　　－0．037　　1．706　　2．362　　－85．03　39．06
（2．54）　　　（－2．99）　（2．04）　（3．52）　（－1．04）（2．82）
一〇．020　　　－0．032　　4．788　　2．150　　－555．8　100．6
（－0．02）　　　（－1．32）　（5．28）　（1．99）　（－6．49）（3．23）
6．40．2240
9．9　0．5650
消費財産業　　　　　　　DICR　D2CR
t値は（〉内で示されている。
V表　MLH産業における市場構造成果との回帰分析
避
?????????????）糠
????????）糠?????
????????????擁ジ???【ー ﹇（ ー??????
一〇．026　　　　－0．000　　0．123　　0．061　　4．291　1．437　16．5　0．4544
（－1．09）　　　（－0．96）　（5．88）　（3，64）　（2．10）（4．14）
一〇．022　　　－0．000　　0．021　　0．061　　4．489　1．415
（－0．95）　　　（－0．92）　（0．99）　（3．65）　（　．20）（4．09）
8． 　0．2958
一〇．079　　　　－0．⑪00　　0．103　　0．047　　4．323　2．722　10．5　0．5818
（－2．23）　　　（－0．17）　（4．21）　（1．62）　（1．87）（3。25）
　　　　　　　DIC1～D2CRl翼融：1：贈脚1：ll？，9：1繊1：縦1・一
t値は（）の内で禾ぎれている。
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　　　　VI表　Order　Ievel産業における市場構造／成果との回帰分析
轡欝繕辮講欝・比轄
?????????????????????????????｝ ﹇「?????（? （ （??（????????（????????（? ?
???????
???
0．148　　29．30　　12．43　　－134．9　　－34．07　　4．3
（1．00）　（1．23）　（1．00）　（－1．93）　（－0．20）
0．023　　12．12　　5．643　　－605．8　　－21．29　　3．1
（0．33）　（1．07）　（0．96）　（－1．83）　（－0．26）
0．015　　7．673　　4．431　　－418．3　　－18．95　　3．1
（0，30）　（0．93）－1．04）　（－1．74）　（－0．32）
－0．042　　5．089　　2．035　　－460．1　　11．99　　6．5
（－1．87）　（1．41）　（1．08）　（－4．34）　（0．46）
－O．061　　7．656　　0．589　　－182．5　　17．10　　6．2
（－2．50）　（1．幽95）　（0．29）　（－1．59）　（0．60）
－O．046　　3．954　　0．908　　－88．89　　10．63　　4．8
（－2．36）　（1．26）　（0．56）　（－0．94）　（0．47）
0．5526
0．4455
0．4390
0．6720
0．6599
0．5863
　tf直は（）内で示されている。
　VI表は資本の生産性（NO／K），資本利潤率（GP／K，　NP／K）および総要素指
標についての結果を示している。最初の3つの式で，集中率（CR）は負であ
る。しかしそれはNO／Kの式でのみ有意である。この結果は弱いのである
が，仮説と対立しており，またアメリカ合衆国の製造業についての多くの調査
結果とも一致しない。しかしR．H．ハートのイギリス産業について調査結果と
はかなり一致している∫71。総要素指標は集中と強くはないけれども正の相関を
示している。
　他の諸変数は参入障壁を除いて，予想された結果を示している。これらの調
査結果はMLH産業の場合とそう異ならない。
〔1）F値が2．98より大である場合，113の観測値と6つの独立変数とをともなう方程式で，従属変
　数と独立変数との関係は統計的に99％水準である。
（2）CRはEBと強く相関にいる。計測される方程式からEBを除いても，　CRの係数は何ら実質
　的に変化しなかった。
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（3）t値は推定式の標準誤差で推定係数を割ったものである。もし値が1．96より大であれぽ，係数
　は95％水準で，ゼロとは有意に異なるし，彦値が2，58より大であれば，99％水準でゼロとは有意
　に異る。
〔4）NO／LのCRに関する平均弾力性は0．44である。
㈲　労働生産性の成長率をすべての独立変数に回帰させた結果は次の通りである。
・・G－22・96＋撃堰p§9ヂR禦8響一1蝋15搬騨一轡瓠゜
　　　十〇．3691／S　　　R2＝0．1880．
　　　（0．40）
〔6）17の観察値と6つの説明変数をもつ式で，従属変数と独立変数との関係は，F値か5．39より大
　であれば99％水準で有意であり，F値が3．22より大きけれぽ95％水準で有意である。
〔7）P．E．Hart，℃ompetition　and　Rate　of　Return　on　Capital　in　U．K．　Industry，　Basiness
　Ratios，　Spring，1968，
V　結
?
　以上のような諸結果を通じて，ホルターマソは無条件ではないとしても，次
のように結論している。
　（1）集中率（CR）とともに労働生産性（NO／L）は上昇するが，資本の生産
性（NO／K），資本利潤率（GP／K，　NP／K）は低下する。しかも集中率の前者
に対する正の影響は後者への負の影響を相殺して余りがあり，したがって総要
素生産性（NO／LK，　NO／（xvL＋rK））やその収益率（GP／LK，　NP／LK，　GP／
（wL＋rK），　NP／（zvL＋rK））は集中率とともに増大する。また消費財産業を除
いて，集中と価格一費用マージン（GP／GO，　NP／GO）との関係は無視しうる程
度であり，消費財産業においては，いくらか強いが，負である。
　このように高度の集中率は高率の資本利潤率を実現するという一般的仮説に
対して，結果は全く支持を与えていない。
　彼の場合その理由は明確ではないが，X一非効率性は労働より資本の非効率
的利用によって生じ，高価格による利潤増加を相殺して余りあるほど，集中と
ともに増加するからと考えられている。もし彼が示した結果が妥当であると仮
定すれぽ，この面からしても独占禁止政策は再検討されねぽならなくなる。即
ち高度の集中率を規制することによって，高率の資本利潤率を抑制するという
政策理論は否定されるであろうし，また集中率を抑制し，低下させる政策は労
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働生産性の増大を阻止することになるからである。
　②　参入障壁と成果指標との関係について，「結果」は一般的仮説と対立し
ている。分析結果によれぽ，規模参入障壁は回帰係数が有意でゼロでない場
合，成果指標と負の関係を示しているからである。もしこの結果が正当であれ
ぽ，高度の参入障壁による市場集中率，価格一費用マージンの増大，したがっ
てその規制という政策課題（「諸結果」（8｝をも参照のこと）は存在しえなくなる。
　（3）集中率以外の成長率をはじめとするその他の構造・行動変数は多かれ，
少なかれ予想された結果を示している。ただホルターマンは前述のように特に
広告集約度の結果に注目している。即ち彼によればそれは前述の理由で，粗利
潤や粗価格一費用マージンと正の関係にあって，産業間の生産性や粗利潤率の
差異を説明しうるが，純利潤率や純価格一費用マージンの産業間差異には何ら
関係しない，と考えるのである。
　以上，一般的仮説に対するホルターマンの分析結果，結論に言及してきた
が，これから直ちにイギリス産業における市場構造と市場成果との関係やそれ
に対応する公共政策の在り方を一義的に断定することは許されない。
　他の分析結果も当然に参考とすべきである。この点，例えぽJ．K．シラージ
の分析も興味があろう。彼もホルターマンと同様にイギリス製造業産業におけ
るMLH産業グループを対象に，主に1963年の生産センサスを手がかりに価
格一費用マージン（コリンズ，プレストンの定義にしたがって，売上高に対する税引前
粗利潤）と市場構i造との関係を検討している。標本，データ，変数など，すべ
てが同一ではありえないので，機械的に両老を比較することは許されないが，
大体の傾向はそれによって把握することができ，また，かなりの共通する結果
も見出されるω。
　更にホルターマン自身も認めているように，データ，分析方法にも問題があ
ろう。例えぽ，資産，資本のデータが不十分であり，結果を非常にゆがめる危
険も多い。また113のMLH産業を対象とする場合，密接な代替性のない製品
も当然，含まれており，標本として適当であるか，どうか検討する必要があろ
う。また市場支配力の尺度として5社集中率だけで十分であるか，どうか。も
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しもH．M．マンのように上位企業の市場占有率における非対称性の度合を考慮
すれぽ，結果は異なったかも知れない②。更に参入障壁変数を最小最適工場規模
の側面からのみ取り上げ方法も再検討されねばならないように思われる。また
ホノレターマンは言及しなかったが，イギリス産業の場合，輸入，輸出，外国企
業の参入，特に買手としての公有企業，公的機関などは（更にイギリス産業固有
の問題ではないが，独占規制の実施状況も含めて），市場構造，市場成果に非常な影
響を与えるので，これらの脱落部分は早急に処理されねばならないであろう〔3〕。
　いずれにせよ，ここで示されたホルターマンの諸結果は，独占の弊害防止を
主要な課題とする産業組織政策に対して重大な問題を提起している。したがっ
て今後，精密な事実分析を積み重ねながら，これら不十分な問題を積極的に解
明し，産業組織政策の正しい運営を図らねばならない。
（1）　〔3〕　pp．67－76．
Regression　Equations　Explaining　Price－Cost　Margins
Equation
Number　Constant　CRMEP3　K／Q　　GR　　PDD　IMP　　　　　　　correctedEXP　FCFSD　RZ　R2
（1）
（2a）
（2b）
（3a）
（3b）
　　　　　　　　　　（sample　of　industries）
3．55　　0．026　　0．198　　0．100b　O．087a　2．80b　－O．058　　0．134b　　　　　O．455　0．383
　　（0．81）　（0．92）　　（2．35）　　（2．97）　　（2．29）　　（0．78）　　（2．24）
　　　　　　　　　（sample　of　60　industries）
6。34　　0．009　　0．833a　O．081b　O．038c　2．97a　－0．082c　O．103b　　　　　O，598　0．544
　　（0．34）　（3．86）　　（2．34）　　（1．46）　　（2。95）　　（1．34）　　（2．09）
6．36　　0．GO8　　0．821a　O．083b　O．036c　2．96a　－0．084e　O．101bO．34　0．599　0．536
　　（0．30）　（3．68）　　（2．33）　　（1．39）　　（2．91）　　（1。35）　　（2．00）　（0．26）
　　　　　　　　（subsample　of　41　industries）
6．56　　0．035　　0．684a　　O．070b　　O．023　　2．54b　　－0．129c　　O．151b
　　（0．85）　（2．81）　　（1．75）　　（0．58）　　（2，14）　　（1．66）　　（2．25）　　　　　　　0．606　0．523
6．42　　0．029　　0．574b　O．079b　O．024　　2．44b　　－O．137b　O．140b　1．86　0．618　0．523
　　（0．85）　（2．15）　　（1．96）　　（0．60）　　（2．06）　　（1．76）　　（2．04）　　（1．00）
標本にはMLH産業の内から主製品の80％について集中率が公表され，また特化指数80％以上
の産業61が選び出された（マーガリソ，合成脂肪産業は一時，政府食糧庁の管理下にあったので，
これを除外したのD：　2a式，2b式である。）。更に主製品，特化指数の基準を90％に引き上げて，
41産業が標本として選び出された（3a，3b式）。
　価格一費用マージンは売上高に対する税引前粗利潤である。
　t値は（）に示されている。係数の有意性は片側t検定を用いて検定されている。a，　b，　cは
　1％，5％，10％，水準でそれぞれ有意を示す。
18　明大商学論叢 （18）
　　CR：・5社集中率の加重平均，　MEPS：最小最適工場規模による参入障壁変数（総産出高に対
するmid・point　plantによる），　K／Q：資本・産出高比率，　GR：1958－63年間の売上高の増加率，
PDD：広告による製品差別化ダミー変数，　IMP，　EXP：産出高に対する輸入，輸出の各割合，
FCFSD：外資系企業の市場占有率が10％以上を示すダミー変数。
J．K．シラージの分析結果の詳細は別の機会に譲る，ここでは主要な結果の若干を簡単に示して
　おこう。
　　（1）1式ではホルターマンと同じように，CR，　MEPS（符号は正であるが）は統計的に有意
　　　ではない，GRは有意。
　　②　2a式では輸入，輸出変数は期待通りの符号を示している，　CRは1式と同じように統計的
　　　に有意ではない。
　　（3）2b式で，外国資本の直接投資の価格一費用マージンに対する影響が示されているが，統計
　　　的に有意ではない。
　　側3a式で，　CRはやはり有意ではない。ただ，この場合，　GRも統計的に有意ではない。
　　（5｝3b式において，　外資系企業の支配を示すダミー変数は予想通り，統計的に有意ではな
　　　いo
　　（6）シラージは5社集中率50％以上の集中産業の需要成長率（GRC）と50％以下の非集中産業
　　　の需要成長率（GRU）との価格一費用一？・一ジソに対する効果を検討してしるが，下記式で
　　　明らかなように，正であるが統計的に有意ではない。
　　　PCM＝6。40十〇。008CR十〇．831aMEPS十〇．081bK／Q十〇．039GRC十
　　　　　　　　　（0．26）　　　（3．72）　　　　　　　（2．26）　　　　　（1．10）
　　　　　　0．037GRU十2．96aPDD－O．082clMP十〇．103bEXP
　　　　　　（1．16）　　　　　（2．90）　　　　　（1．32）　　　　　（2．02）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R2　＝O．598
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　correctedR2＝O．535
　　（7）結局，彼の分析によれば，MEP3とPDDは統計的に有意であるが，　CRについては有
　　　意を示すことができなかった。
　　　これに対してホルターマソの場合は，MEP5は統計的に有意ではなく，符号は負である。
　　　粗価格一費用マージンに対するA／S（これはシラージのPDDに対応するが）はシラージ
　　　と同様に，係数は有意で正である。
（2）H，M．　Mann，“Seller　Concentration．　Barries　to　Entry　and　Rate　of　Return　in　Thirty
　Industries，1950～1960”The　Review　of　Economics　and　Statistics，　Aug．1966．
｛3）　〔3〕　p．74，　〔2〕　p，36。
